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尼崎市新規・成長分野事業支援事業補助要綱 

 

（目 的） 

第１条 この要綱は、本市が新規・成長分野として認める事業を行う事業者が賃貸オフィ

スに入居する場合又は賃貸オフィスを増床する場合に、その賃料の一部を補助すること

により、当該地区内における事業所の新規立地及び事業の継続を促進し、もって地域産

業の活性化を図ることを目的とする。 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

(1) 新規・成長分野として認める事業 別表第 1 の左欄に掲げる分野の区分に応じ、そ

れぞれ同表の右欄に掲げる対象事業をいう。 

(2) 指定地区 尼崎リサーチコア地区（尼崎市道意町 7丁目の一部）及び尼崎 21世紀の

森構想における産業の育成・支援拠点地区（尼崎市末広町 1 丁目、大浜町 1･2 丁目、

扇町、西及び又兵衛の各一部） 

(3) 賃貸オフィス 事業者が研究所・事務所等として使用するためにオフィス管理者と

の間で賃貸借契約を締結して借りた部屋又はスペースで、指定地区内に存するものを

いう。 

(4) オフィス管理者 指定地区内においてオフィスを賃貸しているものをいう。 

(5) 賃料 賃貸オフィスの賃貸借料（消費税及び地方消費税の相当額を控除した額であ

って、共益費及び光熱水費を除く） 

(6) 中小企業者等 次に掲げるものをいう。 

ア 中小企業者  中小企業基本法（昭和 38 年法律第 154 号）第 2 条第 1 項に規定する

中小企業者 

イ 一般社団法人及び一般財団法人  一般社団法人及び一般財団法人に関する法律(平

成 18年法律第 48号)第 1条に規定する一般社団法人及び一般財団法人 

ウ 特定非営利活動法人  特定非営利活動促進法(平成 10 年法律第 7 号)の規定に基づ

く法人 

エ 中小企業団体 中小企業団体の組織に関する法律（昭和 32 年法律第 185 号）第 3

条第 1項に規定する中小企業団体 

（補助対象者） 

第３条 市長は、次項に規定する補助対象者に対し、予算の範囲内で、賃料の一部を補助

することができる。 

２ この要綱により補助金の交付を申請することができる者（以下「補助対象者」という。）
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は、中小企業者等で、第 1 号から第 3 号までに掲げる要件のいずれかに該当し、かつ、

第 4号から第 7号までに掲げるすべての要件に適合している者とする。 

(1) 産業立地の促進による経済及び雇用の活性化に関する条例（平成 14年兵庫県条例第

20号）第 4条の規定に基づき兵庫県が実施する「賃料補助」の対象者であること。 

(2) 新規・成長分野として認める事業を行っており、又は行う予定の事業者であって、

第 1号の補助要件を満たさない事業者であること。 

(3) 前 2 号のいずれにも該当しない事業者で、今後一定の成長が期待され、かつ、本市

の産業の活性化に寄与するものとして、市長が特に認める事業を行っており、又は行

うことを予定しているものであること。 

(4) 平成 28 年 4 月 1 日（以下「基準日」という。）以後賃貸オフィスに新たに入居した

事業者又は基準日前から賃貸オフィスに入居していた事業者で基準日以後に当該賃貸

オフィスの増床をしたもの。 

(5) 市税を滞納していないこと。 

(6) 過去に第 10 条第 1 項の規定による補助金の交付決定の取消し、又は第 11 条の規定

による補助金の返還の命令を受けていないこと。ただし、市長が補助金の交付を行う

ことにつき特別の理由があると認めるときは、この限りでない。 

(7) 過去に尼崎市起業家等立地支援事業補助要綱、又は尼崎市新産業・新事業立地促進

事業補助要綱に基づく補助金の交付、交付決定の取消、又は返還の命令を受けていな

いこと。ただし、市長が補助金の交付を行うことにつき特別の理由があると認めると

きは、この限りでない。 

３ 補助対象者が合併等その他事由により事業の承継を行った場合は、次に掲げるいずれ

かの要件に該当する場合に限り、当該地位承継者に対して補助を継続することができる。

ただし、当該地位承継者が本要綱に基づく補助金の交付を既に受けている場合は、承継

する補助対象事業と併せて本要綱に規定する補助要件の範囲内とする。 

(1) 第 2項第 1号で規定する補助が当該地位承継者に対して継続されること。 

(2) 補助対象者に適合する第 2 項第 2 号又は第 3 号で規定する補助要件である事業を当

該地位承継者が継続して行うこと。 

（補助金の額等） 

第４条 補助金の月額及び限度額は、別表第 2に掲げるとおりとする。 

（補助金の交付対象期間） 

第５条 補助金の交付対象期間は、補助対象者が賃貸オフィスへ新たに入居を開始した日

（基準日前から賃貸オフィスに入居していた事業者で基準日以後に賃貸オフィスの増床

をしたものにあっては、当該賃貸オフィスの増床をした日。以下「入居等開始日」とい

う。）の属する月の翌月の 1日（入居等開始日が月の 1日である場合は、その日。次項に
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おいて同じ。）から起算して 36か月とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、過去にこの要綱により補助金の交付決定を受けていた者で、

第 9条第 1項第 3号（賃貸オフィスの退去に限る。）に該当することにより同条第 4項の

規定により交付決定の変更の通知を受けていたものが、再度賃貸オフィスに入居し、次

条の規定により補助金の交付申請を行った場合における当該交付申請に係る補助金の交

付対象期間の満了日は、当該補助対象者がこの要綱により初めて受けた補助金の交付決

定に係る入居等開始日の属する月の翌月の 1日から 36か月後の日の前日とする。 

（補助金の交付の申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする補助対象者は、初年度にあってはオフィス管理者

との賃貸借契約の締結後速やかに、次年度以降にあっては当該年度の 4 月末日までに補

助金交付申請書（第 1 号様式）に必要書類を添えてこれを市長に提出しなければならな

い。 

２ オフィス管理者との賃貸借契約の締結後、補助対象者でなかった事業者が第 3 条第 2

項に規定する補助対象者となった場合は、速やかに補助金交付申請書に必要書類を添え

てこれを市長に提出しなければならない。 

（補助金の交付決定等） 

第７条 市長は、前条の補助金交付申請書を受理したときは、その内容を審査し、補助す

ることが適当であると認めた場合は、予算の範囲内において補助金の交付決定を行い、

その旨を、その申請者に補助金交付決定通知書（第 2 号様式）により通知するものとす

る。 

２ 市長は、前条の規定による申請を行った者が次の各号のいずれかに該当すると認める

ときは、補助金の不交付決定を行い、その旨を、申請者に補助金不交付決定通知書（第

3号様式）により通知するものとする。 

(1) 第 3条第 2項に規定する補助対象者に該当しないとき。 

(2) 事業内容が公序良俗に反すると認められるとき。 

(3) オフィス管理者が定める入居資格を有していないとき。 

(4) 尼崎市暴力団排除条例（平成 25年尼崎市条例第 13号）第 2条第 2号から第 4号まで

のいずれかに該当するとき。 

(5) その他市長が補助することが適当でないと認めるとき。 

（補助金の請求及び交付） 

第８条 前条第１項の規定により補助金交付決定通知書の送付を受けた者（以下「補助決

定者」という。）は、次項に規定する上半期分補助金又は下半期分補助金を、それぞれ同

項の規定による請求の時までに補助金の月額に対応する賃料の支払を完了した場合及び

次の各号のいずれかに該当する場合において請求することができる。 
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(1) 次項の規定による請求の日の属する月から 6か月以上、賃貸オフィスに入居を継続す  

る場合 

(2) 賃貸オフィスを退去し、引き続き尼崎市内に立地する場合 

(3) 第 10条第 1項第 3号に該当する場合 

２ 補助決定者は、4 月 1 日から 9 月末日までの間の賃料に係る補助金（以下「上半期分

補助金」という。）についてはその年度の 10月 1日から同月 10日までの間に、同月 1日

から翌年 3月末日までの間の賃料に係る補助金（以下「下半期分補助金」という。）につ

いては翌年度の 4月 1日から同月 10日までの間にそれぞれ補助金交付請求書（第 4号様

式）に必要な書類を添えて、これを市長に提出しなければならない。 

３ 市長は、補助決定者から前項の規定による適法な請求を受けたときは、当該補助決定

者に対し、上半期分補助金にあってはその年度の 10月末日に、下半期分補助金にあって

は翌年度の 4月末日に交付するものとする。 

４ 補助決定者が第１項に規定する請求要件（同項各号に掲げる要件を除く。）を満たさな

かったことにより補助金（上半期分補助金に限る。）の交付を受けることができなかった

場合において、当該補助決定者は、第 2 項に規定する下半期分補助金の請求期間の満了

日までに当該上半期分補助金に係る未払賃料の支払を完了したことにより当該上半期分

補助金の請求要件を満たしたときは、同項の規定にかかわらず、当該満了日までに、市

長に対し、当該上半期分補助金を請求することができる。 

５ 第 3 条第 2 項第 1 号に該当したことにより補助決定者となった事業者が、第 2 項に規

定する期日までに請求できなかったことにより補助金（上半期分補助金に限る。）の交付

を受けることができなかった場合において、当該補助決定者は、第 2 項に規定する下半

期分補助金の請求期間の満了日までに、市長に対し、当該上半期分補助金を請求するこ

とができる。 

６ 第 4 項及び第 5 項の規定による請求は、補助金交付請求書に必要な書類を添えて、こ

れを市長に提出することにより行うものとする。 

７ 第 3項の規定は、第 4項及び第 5項の規定による請求を受けた場合について準用する。こ

の場合において、第 3 項中「上半期分補助金にあってはその年度の 10 月末日に、下半期分

補助金にあっては翌年度の 4月末日」とあるのは、「当該請求があった日から 30日以内」と

読み替えるものとする。 

８ 第3項の規定による交付及び前項において読み替えて準用する第3項の規定による交付は、

口座振替により行うものとする。 

（報告義務等） 

第９条 補助決定者は、次の各号のいずれかに該当するときは、直ちに補助金交付決定変更申

請（報告）書（第 5号様式）に必要書類を添えて市長に提出しなければならない。 
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(1) 名称、代表者又は主たる事務所の所在地を変更したとき。 

(2) 事業の内容を変更したとき。 

(3) 賃貸オフィスを変更し、又は退去したとき。 

(4) 賃貸オフィスを増床し、又は減床したとき。 

(5) 賃貸オフィスの賃貸借契約の内容を変更したとき。 

２ 市長は、この要綱の適用に関して必要があると認めるときは、補助決定者及びオフィス管

理者に対し、調査をし、又は報告を求めることができる。 

３ 市長は、補助決定者が第 1 項第 3 号（指定地区内における賃貸オフィスの変更に限る。）、  

第 4号又は第 5号のいずれかに該当することにより同項の規定により補助金交付決定変更申 

請（報告）書を提出したときは、その内容を審査するものとする。 

４ 市長は、前項の規定による審査の結果、既に行った補助金の交付決定の額を変更する必要  

があると認めるときは、その変更の原因となる事実が発生した日の属する月の翌月の 1日（当   

該事実が発生した日が月の 1日である場合は、その日）以後に係る補助金の交付決定を変更 

し、その旨を、その申請者に補助金交付決定変更通知書（第 6号様式）により通知するもの 

とする。 

（交付決定の取消し） 

第１０条 市長は、補助決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付決定の

全部又は一部を取り消すことができる。 

(1) 賃貸オフィスの賃料の滞納があるとき。 

(2) 賃貸オフィスを退去し、前条第１項の規定による補助金交付決定変更申請（報告）書の 

提出を行わなかったとき。 

(3) 事業活動が停止されていると認められたとき。 

(4) 虚偽の申請があると認められたとき。 

(5) この要綱の規定に違反したとき。 

(6) 第 7条第 2項第 4号に該当すると認められたとき。 

(7) 補助金の使途が、暴力団等の利益になると認められたとき。 

(8) その他市長が特に必要と認めたとき。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付決定を取り消したときは、その旨を、当該補   

助決定者に補助金交付決定取消通知書（第 7号様式）により通知するものとする。 

３ 第 1項の規定により補助金の交付決定を取り消したときは、それ以前の入居又は増床  

に係る未交付の補助金は、交付しないものとする。ただし、当該補助決定者が第 8条第  

2項又は第 5項の規定により請求した日後に第 1項第 2号又は第 3号に該当することと  

なったときその他市長が特別の理由があると認めるときは、この限りでない。 

（補助金の返還） 
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第１１条 市長は、補助金の交付を受けた者が次のいずれかに該当するときは、既に交付

した補助金の返還を命ずることができる。 

(1) 虚偽の申請又は不正な手段により補助金の交付を受けたとき。 

(2) 前条第 1項第 6号若しくは第 7号に該当すると認められたとき。 

(3) その他市長が特に必要と認めたとき。 

（実施の細目） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の実施について必要な事項は、主管局

長が定める。 

付 則 

（実施日） 

 この要綱は平成 28年 4月 1日から実施する。 

（実施日） 

 この要綱は令和 3年 4月 1日から実施する。 

（実施日） 

 この要綱は令和 5年 4月 1日から実施する。 

（経過措置） 

令和 5 年 3 月 31 日以前に、産業立地の促進による経済及び雇用の活性化に関する条

例（平成 14年兵庫県条例第 20号）第 4条の規定に基づき兵庫県が実施する「新産業立

地促進賃料補助」の対象者については、この要綱の規定に関わらず、なお従前の例によ

る。 


